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１．はじめに 

国民の暮らし方、働き方が多様化する中で、個人

が必要と感じる施設やサービスは、その人の属性や

居住環境に応じて異なる。そのため、これからの社

会資本整備・管理においては、単なる施設までの所

要時間短縮のみならず、住民それぞれが必要とする

サービスに確実にアクセスできているかということ

を丁寧に調査していくことが望まれる。 

そこで本研究では、各人が必要とする生活サービ

スを確実に享受できる社会環境づくりへの貢献を目

指して、個人の属性や意識の違い、居住都市規模等

を踏まえ、生活の中で誰がどのような施設を必要と

しているのか分析した。 

２．研究内容  

 研究では、生活関連施設(図１)の必要性、施設ま

での所要時間、許容できる時間について住民を対象

にアンケート調査を実施し、個人属性および居住都

市規模との関係を分析した。個人属性としては、世

帯でのこどもの有無、高齢者の有無に着目した。 

その結果として、個人属性別に各生活関連施設の

必要性を具体的に図２に示す。世帯構成により施設

の必要性が異なっており、世帯にこどもがいる人の

方が必要とする施設は多いことなどが分かった。ま

た本調査においては、世帯に高齢者がいることによ

り追加的に必要となる施設は特に抽出されなかった。 

さらに、現状での所要時間が許容できる範囲に収

まらない人の割合について、その施設を必要とする 

図１ 対象とした生活関連施設 

属性の回答者に限定して、都市規模別に分析を行っ

た。その結果、各回答者の意識の違いを考慮しても、

すべての施設に関して、居住都市規模の小さい方が、

許容できる所要時間に収まっていない人の割合が高

い傾向にあった。また、施設の必要性が高いにもか

かわらず許容範囲に収まっていない人が多い施設も

あり、特に、高度な医療施設がこれに該当した。ま

た、居住都市規模の小さい人は、高度な医療施設、

病院、診療所が他の施設と比べ許容範囲に収まって

いない人の割合が高く、医療面での満足度が低いこ

とが明らかとなった。 

３．おわりに 

今後は、本研究の結果を踏まえつつ、必要な生活

サービスの享受が難しい人々や地域にターゲットを

絞った施策を、迅速かつ効率的に進めていくための

研究を行う予定である。 
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図２ 世帯構成別の施設の必要性 
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１．河川構造物の老朽化の現状と課題 

河川には、堤防や護岸のほか、支川・水路等の接

続部で堤防の機能を確保するために設けられる水門、

樋門・樋管、河道を横断して設けられる堰・床止め、

内水排除のために設けられる排水機場等の構造物が

ある。これらの河川構造物は、治水施設として、流

域の人命や資産を守るための水防災システムを支え

る重要な施設である。水門、樋門・樋管、堰・床止

め、排水機場について見ると、直轄区間だけでも約1

万施設存在し、設置後40年を経過している施設は、

現時点でも全体の約4割を占め、その割合は10年後に

は6割、20年後には8割に達する1)。 

これらの構造物においては、コンクリートや鋼な

どの部材そのものの劣化、構造物周辺での局所洗掘

や地盤沈下等による構造物の不等沈下などに起因し

て、クラック、継ぎ手の開き、周辺堤防の抜け上が

り、陥没などの発生が懸念される。このため、主に

目視による巡視・点検結果を踏まえて、補修を行っ

て対応している。機械設備、ゲート類、ポンプ設備

の老朽化についても同様である。 

２．河川構造物管理研究タスクフォースの設置 

河川構造物は、対象とする施設が多岐にわたり、

自然堤防等が形成された地盤上に設置され出水に伴

う地形変化の影響を受けることから、その維持管理

に係る研究には多分野の研究者の知見が求められる。

このため、行政の職員及び研究者間の継続的な組織

的連携が必要とされる。しかしながら、河川構造物

の維持管理に係る研究課題については、これまで体

系的な取り組みが行われてこなかった。特に、河川

構造物の劣化に係る長期予測に関する技術検討、そ

れを踏まえた中長期マネジメントに関する研究は実

務上の重要課題ではあるが、十分な検討はなされて

いない。 

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課、同国

土技術政策総合研究所河川研究部、独立行政法人土

木研究所技術推進本部は、以上の共通した課題認識

のもと、社会資本整備全体の状況を把握しつつ、河

川に適した構造物マネジメント技術をフォローする

研究担当者の集団を作るため、河川構造物管理研究

タスクフォースを平成24年4月に設置した。 

３．水防災システムを確実に機能させる取り組み 

老朽化が進む多数の治水施設を、限られた予算の

中で、効果的かつ効率的に維持管理する必要がある。

そのためには、個々の施設の劣化度合いに加え、水

防災システムとしての重要度を考慮して、点検や対

策実施の優先度を付けることが重要である。また、

土中、高所、狭隘部などの不可視部の点検手法を高

度化し、見落としのない点検を実施することが、治

水施設の維持管理に求められている。 

これらの課題に対応するため、河川構造物管理研

究タスクフォースでは、部材の劣化が治水施設の機

能に与える影響を評価する手法を検討し、治水施設

が支える水防災システムの機能評価につなげること

を考えている。また、過去5年間に実施された目視点

検および補修工事の実態を調査し、目視で確認され

た変状と補修時に確認した変状の実態とを比較し、

巡視・点検結果をより有効に活用するための手法を

提案することとしている。変状および補修の事例集

を合わせて作成し、治水施設の種類や設置環境に応

じて、注視すべき変状や部位の特徴を明らかにする。

さらに、産学官の連携のもと、不可視部を点検・診

断するための技術開発の進展を図る。 
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